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論 文 内 容 の 要 旨
腎本主義体制のもとでの工業立地政策は,工 業生産力の発展を期するため,国 家澄よびその分身と
しての公共団体が政治権力をもつて,い かなる種類の工業が,い かなる規模において,ど のような地
域あるいは地点に位置するのが最適であるかを選定 して,そ の地域あるいはその地点に誘導勧奨する
対策であるとともに産業関連施設を造成するための公共投資により,工 業立地の諸条件を整備 し,経




か らである。この政策において,企 業における経済的合理性を尊重 しなければならない所以である。
それを無視 して,国 家または公共団体が個々の企業に対 し,特 定の地域 あるいは地点に立地を命令な.






め,積 極的に財政投資を推進 しようとする努力は,ほ とん ど払われなかつたとはいえ,工 業立地の諸問題
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よつて本論文は,工 業立地政策に関連のある当時の法令,勅 令,規 程,要 綱,方 針等をつとめて引
用することに留意しつつ,太 平洋戦争終結に至るまでの,わ が国の工業立地政策が,情 勢の推移にとも
なつて,ど のように展開 し,い かなる役割を演じたかの過程を批判検討 したものである。
すなわち,本 論文の内容を五章に分け,第 一章 「窮乏地方振興政策としての工業立地政策」では,
戦前着手された東北振興政策により東北地方各地に誘致された工場や若干の基礎施設の整備が,戦 後
に実を結んだものも少なぐないの矯 それ らの政策行為を計画推進せしめた源泉をたずねたものであ
る。すなわち,工 業立地政策も他の政策 と同様に,個 々の集団の力による政策形成要素がさまざまの
過程を経て政治力を獲得 し,現 実に国家あるいは公共団体の実践行為となつて現われて,は じめて政
策が展開されることを究明したものである。
第二章 「工業の地方分散政策」では,地 方振興策としての工業分散政策,産 業基盤の造成方針,過
大都市化の是正,都 市に論ける工業地域制の隆路,工 場の農村進出にともなう諸問題等について論述
したものである。
第三章 「戦時経済体制の強化と国土計画」では,生 産力拡充のための工業の地方分散 国土計画に
おける工業立地政策等について論述したものである。
第四章 「防衛力強化のための工業分散 ・疎開政策」では,工 業規制 ・工業建設両地域の設定,工 場
防空対策の強化,工 場周辺の建築物の人口の疎開等について論述 したものである。
第五章 「農村工業立地政策」ではg農 村工業の原始的形態としての副業的加工業の促進政策にまで,
さかのぼつて論述すべきであるが,本 論文にお・いてはg戦 後,農 村工業再建復活の基盤となつている
戦前に行われた農村工業と戦後の地域開発政策に推転する以前の地方工業化に関連のある政策につい
て論述 したものである。











めるものである。また提出者は過去の工業立地政策に関連ある当時の法令 ・規程 ・要綱の類 をつとめ




容に澄いて,達 成されていると認められ,提 出者の学殖と真剣な研究態度 もそれによつて十分に窺 い
知ることができる。
主論文とともに提出された数篇の副論文は,提 出者が工業立地論や経済地理学 の各分野に深い造詣
を有 していることを示すもので,主 論文がそ うした広い知的基盤の上に準備 され成立 したことを立証
するに足る資料であるとあわせ考えられる。
以上審査するところによつて,本 論文の提出者は経済学博士の学位を授与 されるに十分な資格を有
するものと認定する。
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